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SWCC株式会社 

2024年 3月期第 2四半期決算説明会 質疑応答要旨 
実施日時：2023 年 11月 8 日(水) 10 時開始 

実施場所：東京都千代田区丸の内一丁目 

 

業績について 

[Q]：2023年度上期における増益の要因は、元々「例年並み」と見ていた建設関連が堅調に推移し

たためとのことだが、この増益は一過性と考えてよいのか。 

[A]：2023年上期の増益要因であった建設関連については、例年非常に安定しているものの利益率

が上がらない事業であったが、製販統合、適正価格での販売、DX化推進等の施策により、収益率

を上げられる体制となり、電力インフラに関しても、来年度以降に SICONEX®の増産効果が出る

見込みであるため、一過性ではなく今後も継続する予定である。 

 

エネルギー・インフラ事業について 

[Q]：2023年度１Ｑと２Ｑとの比較で、売上高よりも営業利益の増加額が大きい理由を教えて欲し

い。 

[A]：製販統合、適正価格での販売、DX化推進等の施策により建設関連の収益性が向上したことが

一番の要因である。 
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電装・コンポーネンツ事業について 

[Q]：昨年同期比で収益性の低い一般汎用製品の売上が大きく下がっているのは、製品ポートフォ

リオシフトが進んでいると見て良いか。 

[A]：一般汎用製品については、製造設備を撤去し生産能力を徐々に下げており、代わりに高機能

製品の製造設備の導入準備を整え製品ポートフォリオをシフトしていく。なお、高機能製品の引合

いは既にいただいており、設備の導入が進めば収益は上がると見込んでいる。 

 

[Q]：xEV向け関連需要の回復見通しについて教えてほしい。 

[A]：xEV 向けの高機能製品は今期下期に回復を見込んでおり、xEV向け関連需要が本格化するの

は国内では 2026年、欧米ではそれよりも早い時期と見込んでいる。需要の本格化に伴い弊社にも

好影響が出るものと考えている。 

 

[Q]：下期以降に xEV 向け関連需要が回復する見通しを立てている中で、下期の営業利益計画を９

億（上期実績 9億）としている理由を教えて欲しい。 

[A]：xEV 向け高機能製品に関しては回復傾向である。しかし、当社は現在を投資フェーズと捉

え、重点的に設備投資を行っている状況であり、下期はその減価償却の負担増により利益の伸びが

遅く見えている。 

 

通信・産業用デバイス事業について 

[Ｑ]：新市場におけるワイヤハーネスの競争戦略について教えて欲しい。 

[A]：人件費の高い沿岸部ではなく内陸地にある企業と提携を行うことにより、中国のローカルビ

ジネスに適応する生産体制構築を進めている。また、中国におけるビジネスは様々な懸念を抱えて

いるが、経済に関しては家電や EV 市場が極端に落ち込んでいる訳ではなく、現状の家電分野に加

え、産業機器や自動車分野への開拓を進めている。 
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製品ポートフォリオシフトについて 

[Q]：製品ポートフォリオシフトの効果の詳細と今後のゆくえについて教えて欲しい。 

[Ａ]：収益性の低い製品に関しては撤退すべきであるという考えのもとで、2023年度も断捨離を

続けており、今年度で 10億円の収益改善効果を見込んでいる。今後も製品ポートフォリオの見直

しは継続し、付加価値の高い製品に注力していく。 

株価・PBRについて 

[Q]：11月 2日の開示以降、株価が上昇し PBRが 1倍を超えていることについて、どう評価して

いるのか教えて欲しい。 

[A]：取締役会で多くの議論を重ねてきた自社株買いという資本政策に対して、市場の皆さまから

ポジティブな評価を得られたことは、非常にありがたいことだと思っている。一先ず現状の PBR

水準を保つこと、そして 5月に発表予定の中計ローリングをどう策定し、どうお伝えするかが次な

る責任と捉えている。 

 

グループ再編効果について 

[Ｑ]：グループ再編効果の進捗状況について教えて欲しい。 

[A]：2023年 4月に子会社 2社を吸収合併しグループ再編を行った。しかし一年目ということもあ

り、それまで重複していた機能・部門のスリム化による効果がまだ十分に発揮しきれていない状況

ではあるが、2026年までの早い段階で約 10億円の再編効果達成を目指す。 

 

  




